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議  事  件  名  会  議  の  経  過  及  び  結  果 

 

審議案件 

（１） 令和元年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）（案）について         

（２）戸田市国民健康保険税条例における旧被扶養者に係る条例減免の取扱要領の一部

改正について 

（３） 平成３０年度税率改正の効果影響の検証について 

  

 その他 

（１） 令和元年度第４回戸田市国民健康保険運営協議会開催スケジュールについて 

 

 

事 務 局 

 

会   長 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

 

 

会   長 

 

 

 

 

 

 

事 務 局 

 

会   長 

 

 

委   員 

 

会   長 

 

 

事 務 局 

 

会   長 

 

委   員 

 

 

 

司会及び開会のあいさつ、資料確認 

   

あいさつ 

 

出欠状況報告（１５名中１５名出席） 

 

○戸田市国民健康保険に関する規則第４条第４項の規定に基づき会議に必

要な定足数に足りているため会議が有効である旨を報告 

   

○戸田市国民健康保険に関する規則第４条第１項の規定に基づき会長が議

長となる旨報告 

 

○議事録署名人の指名（榎本 委員（１号委員）、梅田 委員） 

 

それでは、次第に基づきまして、進行いたします。 

   

（１）令和元年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）（案）に

ついて、事務局から説明をお願いします。 

 

【案件（１）資料に基づき説明を行う。】 

 

事務局からの説明内容につきまして、ご意見等ございますか。特にご意見

等なければ原案のとおり承認いただくことにご異議ございませんか。 

 

(異議なし) 

 

続いて、（２）戸田市国民健康保険税条例における旧被扶養者に係る条例減

免の取扱要領の一部改正について、事務局より説明をお願いします。 

 

【案件（２）資料に基づき説明を行う。】 

 

事務局からの説明内容につきまして、ご意見等ございますか。 

 

国からの見直しを行うこととされている通知内容についてですが、所得割

と均等割両方に対して減免できるという通知でしょうか。均等割だけ半分免

除できるという通知でしょうか。 
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事 務 局 

 

 

    

    

委   員 

 

 

事 務 局 

 

 

 

委   員 

 

事 務 局 

 

 

会   長 

 

 

委   員 

 

会   長 

 

 

事 務 局 

 

会   長 

 

委   員 

 

事 務 局 

 

 

委   員 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

委   員 

 

事 務 局 

 

 

 

 

現行の所得割全額免除と、均等割半額免除というのは、元々の国の制度で、

市の独自の部分はありません。均等割の半額免除の期間を短縮するという見

直しの実施については、国の通知に沿った改正になります。国は令和元年度

から実施するとの内容ですが、本市は令和２年度からとしたものになります。 

 

国の制度改正を、戸田市は１年見送ったことで交付金への影響はあるので

しょうか。 

 

国の基準どおりであれば、実施した減免額は国から補填されます。今回、

市独自で減免した形の均等割額の部分については、国の交付金の対象とはな

りません。 

 

それによって交付金が減額になることなどはありますでしょうか。 

 

国の交付金がその分減額となることはありますが、ペナルティという形の

ものはありません。 

 

他にご意見等ございますか。特にご意見等なければ原案のとおり承認いた

だくことにご異議ございませんか。 

 

(異議なし)  

 

続いて、（３）平成３０年度税率改正の効果影響の検証について、事務局よ 

 り説明をお願いします。 

 

【案件（３）資料に基づき説明を行う。】 

 

事務局からの説明内容につきまして、ご意見等ございますか。 

 

未申告が多いですが、どのような理由で未申告になるのでしょうか。 

 

税申告への意識が乏しい方や、年金のみで申告不要であるという国税の方

針をもとに申告しなかった方などもいます。 

 

未申告の方はどのように見つけていくのでしょうか。また、未申告の方と

の接触はあるのでしょうか。 

 

未申告の方は、データで抽出しています。未申告の方との接触に関しては、

市民の方から税額等について、問い合わせがあった際などに、所得データが

ない中での各種計算となっていることを説明し、申告して頂くようご案内し

ています。 

 

未申告の方に保険証は発行しているのでしょうか。 

 

保険証の発行はしておりますが、病院で高額療養費に該当する場合、所得

が不明の場合は、一番高い区分での限度額となり、市民の方にとって不利にな

る形になります。このため、随時、未申告の方には申告して頂くようお願いし

ているところです。 
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委   員 

 

事 務 局 

 

 

委   員 

 

事 務 局 

 

委   員 

 

事 務 局 

 

 

委   員 

 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

委   員 

 

事 務 局 

 

 

 

 

委   員 

 

 

事 務 局 

 

 

 

委   員 

 

 

 

 

委   員 

 

事 務 局 

 

 

 

未申告について他市との比較はできていますでしょうか。 

 

特に資料がなく、リアルタイムでの他市町村国保の未申告者数の把握はで

きていない状態です。 

 

外国人の方は、マイナンバーを付与されているのでしょうか。 

   

外国人の方も、マイナンバーは付与されています。 

 

マイナンバーでの所得照会では、外国人の方の所得も分かるのでしょうか。 

 

入国後すぐは住民税申告がないのですが、２年目から住所地の自治体に税

申告が必要なので、申告していればマイナンバーで照会できます。 

 

マイナンバーの活用については当然のことと考えます。行政のシステム化

をもっと進めるべきだと思います。システムをしっかり整備すれば、今後、

職員の労力を減らすことができると思います。 

 

戸田市の現状では、マイナンバーの利用を法で認められている分野の情報

連携においても、一部ですが、職員の手作業による部分が生じております。

委員からのご指摘のとおり、今後はシステムによる一括データ連携について、

作業効率や正確性の観点からも、積極的に進める必要があると考えておりま

す。 

 

収納率についても属性分析して対策を検討してはどうでしょうか。 

 

収納状況のデータと紐づけた賦課データの分析については、手法も含めて

今後の研究課題としたいと思いますが、現状では、国保加入窓口での口座振

替推進を徹底し、より納付しやすい環境整備に取り組んでまいりたいと考え

ております。 

 

納税について、分割でも一括でも同じ額になっているかと思いますが、一

括の場合に得になるような方法はあるのでしょうか。 

 

以前には、戸田市でも市税等の納税組合などがあった時期もございます。

また、国民年金では保険料の前納制度が現状ございますが、国民健康保険税

では、税負担の公平性の観点から一括納付の割引制度はありません。 

 

徴収部門にいた知見ですが、今でも、前納報奨金制度というもの自体はあ

るはずであるが、口座振替の普及などで、納税者間の不公平や、口座振替の

人が敢えて外れてしまうなどの弊害もあり、あまり実施している団体は少な

いようです。 

 

転入者に未申告と所得なしが多い理由は何でしょうか。 

 

入国した外国人は所得なしとなりますので、所得なしの人数を増やしてい

る要因のひとつと思われます。未申告が多いのは、転居が多い方などは住所

地に税申告する意識が乏しかったり、申告基準日の前にまた転居してしまっ

たりという生活の人が多いことも要因と思われます。 
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委   員 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

委   員 

 

事 務 局 

 

 

 

会   長 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

会   長 

 

委   員 

 

会   長 

 

 

事 務 局 

 

 

会   長 

 

 

 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

収入や所得はないが、財産がある人はどのようになるのでしょうか。 

 

国保税の仕組みが収入や所得に応じているため、資産や貯金はあるが所得

がない方については、国保税は低く計算される仕組みになっております。４

方式をとっている自治体については、資産割の部分で資産のある人に負担を

お願いしていますが、本市は２３年度に２方式に改めており、また、埼玉県

では２方式に集約しつつある途中です。 

 

滞納がある世帯への対応方針については、考えられているでしょうか。 

 

滞納者の財産調査を行い、預金や生命保険等がある場合は、必要に応じて

差し押さえ予告通知を行ったうえで、差し押さえを実施することになります。

その際においても、分納の相談があればこれに対応しているところです。 

 

その他、ご意見ございますか。無いようでしたら、事務局から何か追加の

説明等ありますか。 

 

所得の把握やマイナンバー連携の活用、納税のしやすさなど収納チャネル

について、多くのご意見をいただきありがとうございます。皆様のご意見を

ふまえまして、令和２年度については、税率等については据え置き、本日重

点的にご議論いただきました、国民健康保険税未申告者の対応や、口座振替

推進等の取り組みを進めていくということでよろしいでしょうか。 

 

  事務局がまとめてくれた今の内容で、ご異議等ございますか。 

 

（異議なし) 

 

それでは、案件（３）の審議を終了したいと思います。その他として、事

務局から何かありますか。 

 

【令和元年度第４回戸田市国民健康保険運営協議会開催スケジュールにつ

いて説明を行う。】 

 

  ありがとうございました。事務局からの説明内容につきまして、ご意見等 

 ございますか。 

 

ご意見等がなければ、以上をもちまして本日の審議案件は全て終了となり

ます。議事進行の方を事務局にお返しします。 

 

  会長、議事進行どうもありがとうございました。 

 

  閉会のあいさつ 

 

 

 


	会議録 (出席状況等)R01.11.05
	会議録 (R01.11.05)




 
令和元年度 第３回 


戸田市国民健康保険運営協議会 


会 議 次 第 
 


 


日 時 令和元年１１月５日（火）午後２時～ 


場 所 市役所７階 第５委員会室 


 


 


１．開 会 


 


２．案件審議 


（１）令和元年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算(第１号)(案)について 


（２）戸田市国民健康保険税条例における旧被扶養者に係る条例減免の取扱要領 


  の一部改正について 


（３）平成３０年度税率改正の効果影響の検証について 


 


３．その他 


 


４．閉 会 


 








案件（１） 


令和元年度戸田市国民健康保険特別会計 


補正予算（第１号）（案）について 


  令和元年１１月１５日 







 令和元年度　　戸田市国民健康保険特別会計12月補正予算(案)概要
　【歳　入】 　【歳　出】 （単位：円）


款 項 目 元年度12月補正前 元年度12月補正後 比　較 伸び率（%） 款 項 目 元年度12月補正前 元年度12月補正後 比　較 伸び率（%）


1 国民健康保険税 2,668,118,000 2,668,118,000 0 0.00 1 総　務　費 85,013,000 86,311,000 1,298,000 1.53


一般被保険者 2,658,322,000 2,658,322,000 0 0.00 　　　総務管理費 54,022,000 55,320,000 1,298,000 2.40


       現年度分 2,435,523,000 2,435,523,000 0 0.00 一般管理費 52,427,000 53,725,000 1,298,000 2.48


医療分 1,766,433,000 1,766,433,000 0 0.00 連合会負担金 1,595,000 1,595,000 0 0.00


後期高齢者支援分 470,990,000 470,990,000 0 0.00 　　　徴税費 29,756,000 29,756,000 0 0.00


介護分 198,100,000 198,100,000 0 0.00 　　　運営協議会費 1,235,000 1,235,000 0 0.00


　　　滞納繰越分 222,799,000 222,799,000 0 0.00 2 保険給付費 7,449,294,000 7,449,294,000 0 0.00


医療分 158,067,000 158,067,000 0 0.00 　　　療養諸費 6,505,333,000 6,505,333,000 0 0.00


後期高齢者支援分 43,678,000 43,678,000 0 0.00 一般被保険者療養給付費 6,377,298,000 6,377,298,000 0 0.00


介護分 21,054,000 21,054,000 0 0.00 退職被保険者等療養給付費 30,488,000 30,488,000 0 0.00


退職被保険者 9,796,000 9,796,000 0 0.00 一般被保険者療養費 80,807,000 80,807,000 0 0.00


　　　現年度分 8,614,000 8,614,000 0 0.00 退職被保険者等療養費 395,000 395,000 0 0.00


医療分 6,043,000 6,043,000 0 0.00 審査支払手数料 16,345,000 16,345,000 0 0.00


後期高齢者支援分 1,385,000 1,385,000 0 0.00 　　　高額療養費 840,843,000 840,843,000 0 0.00


介護分 1,186,000 1,186,000 0 0.00 一般被保険者高額療養費 832,013,000 832,013,000 0 0.00


　　　滞納繰越分 1,182,000 1,182,000 0 0.00 退職被保険者等高額療養費 6,730,000 6,730,000 0 0.00


医療分 778,000 778,000 0 0.00 一般被保険者高額介護合算療養費 2,000,000 2,000,000 0 0.00


後期高齢者支援分 213,000 213,000 0 0.00 退職被保険者等高額介護合算療養費 100,000 100,000 0 0.00


介護分 191,000 191,000 0 0.00 　　　移送費 200,000 200,000 0 0.00


2 使用料及び手数料 34,000 34,000 0 0.00 一般被保険者移送費 150,000 150,000 0 0.00


手数料 34,000 34,000 0 0.00 退職被保険者等移送費 50,000 50,000 0 0.00


0 　　　出産育児諸費 94,968,000 94,968,000 0 0.00


0 出産育児一時金 94,920,000 94,920,000 0 0.00


0 支払事務手数料 48,000 48,000 0 0.00


0 　　　葬祭諸費 7,950,000 7,950,000 0 0.00


3 県支出金 7,493,650,000 7,493,650,000 0 0.00 葬祭費 7,950,000 7,950,000 0 0.00


　　　県負担金・補助金 7,493,649,000 7,493,649,000 0 0.00 3 国民健康保険事業費納付金 3,836,979,000 3,810,281,000 -26,698,000 -0.70


普通交付金 7,346,376,000 7,346,376,000 0 0.00 　　　医療給付分 2,616,819,000 2,626,860,000 10,041,000 0.38


特別交付金 147,272,000 147,272,000 0 0.00 一般被保険者医療給付費分 2,614,081,000 2,624,310,000 10,229,000 0.39


過年度分 1,000 1,000 0 0.00 退職被保険者等医療給付費分 2,738,000 2,550,000 -188,000 -6.87


財政安定化基金支出金 1,000 1,000 0 0.00 　　　後期高齢者支援金分 874,709,000 873,786,000 -923,000 -0.11


財政安定化基金支出金 1,000 1,000 0 0.00 一般被保険者後期高齢者支援金等分 873,852,000 872,992,000 -860,000 -0.10


4 財産収入 57,000 57,000 0 0.00 退職被保険者等後期高齢者支援金等分 857,000 794,000 -63,000 -7.35


財産運用収入 57,000 57,000 0 0.00 　　　介護納付金分 345,451,000 309,635,000 -35,816,000 -10.37


5 繰　入　金 1,281,414,000 1,281,414,000 0 0.00 4 保健事業費 200,796,000 200,796,000 0 0.00


　　　一般会計繰入金 1,281,413,000 1,281,413,000 0 0.00 特定健診等事業費 113,476,000 113,476,000 0 0.00


保険基盤安定繰入金 335,736,000 335,736,000 0 0.00 保健事業費 87,320,000 87,320,000 0 0.00


出産育児一時金繰入金 63,280,000 63,280,000 0 0.00 5 基金積立金 57,000 57,000 0 0.00


事務費繰入金 63,899,000 63,899,000 0 0.00 基金積立金 57,000 57,000 0 0.00


その他一般会計繰入金 818,498,000 818,498,000 0 0.00 6 公債費 576,000 576,000 0 0.00


　　　財政調整基金繰入金 1,000 1,000 0 0.00 公債費 576,000 576,000 0 0.00


6 繰　越　金 100,000,000 105,879,000 5,879,000 5.88 7 共同事業拠出金 3,000 3,000 0 0.00


繰越金 100,000,000 105,879,000 5,879,000 5.88 共同事業拠出金 3,000 3,000 0 0.00


7 諸　収　入 53,536,000 53,536,000 0 0.00 8 諸支出金 23,091,000 54,370,000 31,279,000 135.46


延滞金及び過料 41,200,000 41,200,000 0 0.00 　　　　償還金及び還付加算金 23,091,000 54,370,000 31,279,000 135.46


市預金利子 10,000 10,000 0 0.00 一般被保険者保険税還付金 22,589,000 22,589,000 0 0.00


貸付金元利収入（出産資金貸付金） 672,000 672,000 0 0.00 退職被保険者等保険税還付金 501,000 501,000 0 0.00


　 雑　 　　入 11,654,000 11,654,000 0 0.00 償還金 1,000 31,280,000 31,279,000 3,127,900.00


合 計 11,596,809,000 11,602,688,000 5,879,000 0.05 9 予備費 1,000,000 1,000,000 0 0.00
予備費 1,000,000 1,000,000 0 0.00


合 計 11,596,809,000 11,602,688,000 5,879,000 0.05
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○令和元年度度国民健康保険特別会計補正予算（第１号）（案）の概要


（単位　：　千円）


款 項目 補正前 補正額 補正後 補正理由 款 項目 補正前 補正額 補正後 補正理由


　6　繰越金 　１　総務費


1-1 前年度繰越金
100,000 5,879 105,879


1-1　国保資格システム改修
業務 0 1,298 1,298


　３　国民健康保険事業費納付金


1-1　一般被保険者医療給付費分 2,614,081 10,229 2,624,310
1-2　退職被保険者等医療給付費分 2,738 △ 188 2,550
2-1　一般被保険者後期高齢者支援金等分 873,852 △ 860 872,992
2-2　退職被保険者後期高齢者支援金等分 857 △ 63 794


3-1　介護納付金分 345,451 △ 35,816 309,635


　８　諸支出金


1-3　返還金 1 31,279 31,280


11,596,809 5,879 11,602,688 11,596,809 5,879 11,602,688


※補正前・補正後の合計欄は予算全体の合計金額です。


合計


歳　　　　入


合計


歳　　　　出


資格管理の更なる効率化等
に係るシステム改修を、年
度内に行うため補正


国保事業費納付金の本算
定に係る県通知に基づき過
不足額を調整するため補正


埼玉県からの保険給付費等
交付金の交付過大分の返
還を行うため補正


歳出補正により不足額に対
応して増額補正
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議案第 号


令和元年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）


令和元年度戸田市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。


（歳入歳出予算の補正）


第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５，８７９千円を増額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１１，６０２，６８


８千円とする。


２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。


（繰越明許費）


第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰


越明許費」による。


令和元年 月 日提出


戸田市長 菅 原 文 仁
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第１表 歳入歳出予算補正


歳　入 （単位：千円） 国


保
100,000 5,879 105,879


1 繰越金 100,000 5,879 105,879


歳　出 （単位：千円）


85,013 1,298 86,311
1 一般管理費 52,427 1,298 53,725


3,836,979 -26,698 3,810,281
1 医療給付分 2,616,819 10,041 2,626,860
2 後期高齢者支援金等分 874,709 -923 873,786
3 介護納付金分 345,451 -35,816 309,635


23,091 31,279 54,370
1 返還金 1 31,279 31,280


諸支出金


8 繰越金


3 国民健康保険事業費納付金


歳　出　合　計 11,596,809 5,879 11,602,688


歳　入　合　計 11,596,809 5,879 11,602,688


款 項 補正前の額 補正額 計


1 総務費


8


款 項 補正前の額 補正額 計
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歳入歳出補正予算事項別明細書


１　総　括 国
（歳　　入） （単位：千円）


保


6


（歳　　出） （単位：千円）


国県支出金 繰入金 その他


1 総務費 85,013 1,298 86,311 0 0 0 1,298


3 国民健康保険事業費納付金 3,836,979 △ 26,698 3,810,281 0 0 0 △ 26,698


8 諸支出金 23,091 31,279 54,370 0 0 0 31,279


11,596,809 4,581 11,601,390 0 0 0 5,879


款 補正前の額 補正額 計


11,602,688


100,000 5,879 105,879


5,879歳　入　合　計 11,596,809


繰越金


歳　出　合　計


特定財源
補正額の財源内訳


一般財源
款 補正前の額 補正額 計
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		01案件(1)の表紙
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案件（２） 


戸田市国民健康保険税条例における 


 旧被扶養者に係る条例減免の取扱要領の 


 一部改正について 


  令和元年１１月５日 







　１  旧被扶養者に係る条例減免について


７５歳以上
社会保険等加入者


Ａ Ｂ
旧被扶養者


【根拠法令】


　戸田市国民健康保険税条例　第20条第1項第2号、附則第17号　＜別添１＞
⇒ 減免の対象となる旧被扶養者、減免期間について規定


本則：資格取得日の属する月以後2年を経過する月までの間に限る旨規定


　戸田市国民健康保険税条例における旧被扶養者に係る条例減免の取扱要領　＜別添２＞
⇒ 減免の内容について規定


現行：所得割額が全額免除（資格喪失となるまで無期限）
　　　　均等割額が半額免除（資格喪失となるまで無期限）


国民健康保険税条例における旧被扶養者に係る条例減免の取扱要領の
改正について


   社会保険等加入者(Ａ)が、７５歳到達により後期高齢者医療制度へ移行することで、その被扶養者(B)(65～74歳)が国民
健康保険へ加入することになる場合、Ｂを旧被扶養者といい、申請を行うことで、Ｂの国民健康保険税は、減免措置を受け
られます。


附則：本則の「資格取得以後2年間」を「当分の間」という規定を適用し、期限がないものと読み替える旨規定


国民健康
保険


後期高齢者
医療制度


被扶養者
(65～74歳)


社会保険等加入世帯
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２   旧被扶養者に係る条例減免の取扱要領改正について


（１）改正理由


（２）改正内容


＜現行＞ １年目 　３年目以降


所得割 全額免除


均等割 半額免除


＜改正後＞ １年目 　３年目以降


所得割 全額免除 （変更なし）


均等割 半額免除 免除なし


（３）改正条項
戸田市国民健康保険税条例における旧被扶養者に係る条例減免の取扱要領　新旧対照表　＜別添３＞


（４）適用開始時期 　令和２年４月１日
この見直しについては、すでに資格取得した旧被扶養者についても適用されます。


旧被扶養者に係る条例減免の内容について平成31年度から見直しを行うことが、平成30年12月に国から通知されまし
た。
　本市では、国の減免内容の見直しについて、被保険者への周知期間と適正な算定を行うための準備期間の確保のた
め、令和2年度からこの国の見直しを実施することとし、今回減免内容を規定した取扱要領の改正を行うものです。


　旧被扶養者の条例減免の減免内容について、均等割額の半額免除についてのみ資格取得から２年間とする。


２年目


２年目


今回要領改正部分
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＜別添１＞ 


○戸田市国民健康保険税条例（抜粋）


昭和 38 年 12 月 20 日 


条例第 38 号 


 （国民健康保険税の減免） 


第 20 条 市長は、次の各号の一に該当する者のうち必要があると認めるものは、国民健康保険 


税を減免することができる。 


(1) （略）


(2) 次のいずれにも該当する者(資格取得日の属する月以後 2 年を経過する月までの間に限


る。)の属する世帯の納税義務者 


ア 被保険者の資格を取得した日において、65 歳以上である者


イ 被保険者の資格を取得した日の前日において、次のいずれかに該当する者(当該資格を


取得した日において、高齢者の医療の確保に関する法律の規定による被保険者となった者 


   に限る。)の被扶養者であった者 


(ア) 健康保険法の規定による被保険者。ただし、同法第 3 条第 2 項の規定による日雇特例


    被保険者を除く。 


(イ) 船員保険法の規定による被保険者


(ウ) 国家公務員共済組合法又は地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合員


(エ) 私立学校教職員共済法(昭和 28 年法律第 245 号)の規定による私立学校教職員共済


制度の加入者


(オ) 健康保険法第 126 条の規定により日雇特例被保険者手帳の交付を受け、その手帳に


健康保険印紙をはり付けるべき余白がなくなるに至るまでの間にある者。ただし、同法第


3 条第 2 項ただし書の規定による承認を受けて同項の規定による日雇特例被保険者とな


らない期間内にある者及び同法第 126 条第 3 項の規定により当該日雇特例被保険者手


帳を返納した者を除く。


(3) （略）


   附 則（平成 21 年条例第 11 号） 


17 当分の間、平成 22 年度以降の第 20 条第 1 項第 2 号による国民健康保険税の減免について 


は、同号中「該当する者(資格取得日の属する月以後 2 年を経過する月までの間に限る。)」とあ 


るのは、「該当する者」とする。 
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＜別添２＞ 
戸田市国民健康保険税条例における旧被扶養者に係る 


条例減免の取扱要領 


（趣旨） 


第１条 後期高齢者医療制度の創設に伴い、制度創設時の後期高齢者又は制度創設後に


７５歳に到達する者又は６５歳以上で後期高齢者医療広域連合の障害認定を受けた


者が被用者保険から後期高齢者医療制度に移行することにより、当該被保険者の被扶


養者から国保被保険者となった者（以下「旧被扶養者」という。）について、被用者


保険の被扶養者であった期間に保険料を賦課されていなかったことに対して、国保被


保険者となったことで新たに保険税を負担することとなるため、当該被扶養者であっ


た者について、激変緩和措置として当分の間、後期高齢者医療制度と同様の保険税負


担軽減措置を条例による減免として講じるものとする。 


（旧被扶養者の要件） 


第２条 旧被扶養者である被保険者は、戸田市国民健康保険税条例第２０条第１項第２


号に該当する者とする。 


（減免措置の内容） 


第３条 戸田市国民健康保険税条例第２０条第１項第２号の規定による、旧被扶養者に


対する次のような保険税の減免措置の適用は、条例による他の減免の取扱いと同様、


申請によるものとする。ただし、納入通知書による賦課を待たずに、減免申請手続を


行うことも可能とする。 


（１） 旧被扶養者に係る所得割額については、所得の状況にかかわらず、これを免除


する。


（２） 旧被扶養者に係る被保険者均等割額については、次の割合により、これを減免


する。ただし、減額賦課７割及び５割軽減該当世帯に属する旧被扶養者について


は、減免を行わない。


ア 減額賦課非該当世帯に属する旧被扶養者：５割


イ 減額賦課２割軽減該当世帯に属する旧被扶養者：軽減前の額の３割


（３） その他、旧被扶養者に係る減免の取扱いについては、他の条例減免と同様に行


うこととする。


（手続等） 


第４条 減免の手続等は、次に掲げるところによる。 


（１）被扶養者でなくなったことにより資格取得した者


ア 被用者保険の被保険者が後期高齢者医療制度の対象となったことにより、そ


の被扶養者が新たに国民健康保険の被保険者となった場合、被用者保険の保険


者が発行する「資格喪失証明書」等によって、被保険者及び被扶養者の資格喪


失年月日、生年月日等を確認し、当該新たに国民健康保険の被保険者となった


者が旧被扶養者に該当するかを判断する。
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イ 当該者が旧被扶養者の要件を満たす者である場合には、減免の申請勧奨を行


う。


ウ 市の当該旧被扶養者から減免の申請があった場合、原則として申請のあった


日以降の納期未到来分の保険税額を減免するものとする。ただし、資格発生月


に遡って減免適用することも可能とする。


（２）他市町村からの転入により資格取得した者


ア 「旧被扶養者異動連絡票」等により、前号アと同様の判断を行う。ただし、異


動連絡票のやりとりを保険者間で直接行うことも可能とする。


イ 前号イ及びウと同様の扱いとする。


（３）管理方法


ア 減免申請時（資格取得時）において、「旧被扶養者管理簿」を作成する。


イ 市外転出の場合には、別添の「旧被扶養者異動連絡票」を発行し、被保険者に


交付する。


ウ 年度繰越時には、「旧被扶養者管理簿」に基づき、再申請を求めず継続して減


免を適用することを可能とする。


エ 世帯別平等割額については、年度繰越時に再判定を行い新たに減免適用となる


場合も、再申請を求めず減免を適用することを可能とする。


（４）減免の終了


旧被扶養者が死亡した場合、他保険へ異動した場合等は、減免を終了して「旧被


扶養者管理簿」を閉鎖する。 


（異動連絡票の交付） 


第５条  旧被扶養者が転出する際には、別添の旧被扶養者異動連絡票を交付し、転入先


の市町村において、資格取得する際に提示するよう確実に案内する。 


附 則 


この要領は、平成２０年６月６日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 


附 則 


この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 


附 則 


この要領は、平成２４年３月８日から施行し、改正後の戸田市国民健康保険税条例


における旧被扶養者に係る条例減免の取扱要領の規定は、平成２３年４月１日から適


用する。 
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＜別添３＞ 


戸田市国民健康保険税条例における旧被扶養者に係る条例減免の取扱要領新旧対照表 


改正前 改正後(案） 


 （趣旨） 


第１条 後期高齢者医療制度の創設に伴い、制度創設時の後期高


齢者又は制度創設後に７５歳に到達する者又は６５歳以上で後


期高齢者医療広域連合の障害認定を受けた者が被用者保険から


後期高齢者医療制度に移行することにより、当該被保険者の被


扶養者から国保被保険者となった者（以下「旧被扶養者」とい


う。）について、被用者保険の被扶養者であった期間に保険料


を賦課されていなかったことに対して、国保被保険者となった


ことで新たに保険税を負担することとなるため、当該被扶養者


であった者について、激変緩和措置として当分の間、後期高齢


者医療制度と同様の保険税負担軽減措置を条例による減免とし


て講じるものとする。 


第１条 後期高齢者医療制度の創設に伴い、制度創設時の後期高


齢者又は制度創設後に７５歳に到達する者若しくは６５歳以上


で後期高齢者医療広域連合の障害認定を受けた者が、被用者保


険から後期高齢者医療制度に移行することにより、当該者の被


扶養者であった者が国民健康保険の被保険者（以下「旧被扶養


者」という。）となり、新たに保険税を負担することとなるこ


とに対する激変緩和措置として、条例により後期高齢者医療制


度と同様の保険税負担軽減措置を講じるものとする。 


（旧被扶養者の要件） （旧被扶養者の要件） 


第２条 （略） 第２条 （略） 


 （減免措置の内容）  （減免措置の内容） 


第３条 戸田市国民健康保険税条例第２０条第１項第２号の規定


による、旧被扶養者に対する次のような保険税の減免措置の適


用は、条例による他の減免の取扱いと同様、申請によるものと


する。ただし、納入通知書による賦課を待たずに、減免申請手


続を行うことも可能とする。 


第３条 旧被扶養者に対する次のような保険税の減免措置の適用


は、条例による他の減免の取扱いと同様、申請によるものとす


る。ただし、納入通知書による賦課を待たずに、減免申請手続


を行うことも可能とする。 
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改正前 改正後(案） 


（１）旧被扶養者に係る所得割額については、所得の状況にか


かわらず、これを免除する。


（１）旧被扶養者に係る所得割額については、所得の状況にか


かわらず、当分の間、これを免除する。


（２）旧被扶養者に係る被保険者均等割額については、次の割


合により、これを減免する。ただし、減額賦課７割及び５ 


割軽減該当世帯に属する旧被扶養者については、減免を行 


わない。 


（２）旧被扶養者に係る被保険者均等割額については、資格取


得日の属する月以後２年を経過する月までの間に限り、次 


の割合により、これを減免する。ただし、減額賦課７割及 


び５割軽減該当世帯に属する旧被扶養者については、減免 


を行わない。 


ア、イ （略） ア、イ （略）


(３) （略） （３） （略）


第４条、第５条 （略） 第４条、第５条 （略） 


附 則 （略） 附 則 （略） 


  附 則 


 （施行期日） 


１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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案件（３） 


平成３０年度税率改正の効果影響の 


 検証について 


  令和元年１１月５日 







１ これまでの議論の整理


 平成３０年度税率改正を行った結果、被保険者のご理解とご協力のもと、当初予定どおり


の賦課額増額の効果を得ることができたとともに、収納率についても前年から微増という


結果を報告した。


 また、１人当たり医療費の伸びが鈍化したことや、税率改正後の保険税水準は県内中位ま


で改善したこと、１人当たりの法定外繰入額については税率改正と公費投入の効果もあっ


て大幅な削減となったことを報告した。


 一方、所得が未申告のため保険税の軽減や医療費の自己負担限度額の判定が正しく行え


ない世帯があることや、収納率が県平均を下回っている状況があることを報告した。


こうした諸要素を踏まえ、今後の取組についての優先順位についてご議論いただいた。


２ 被保険者の属性分析について


 前回までの議論で、被保険者の属性や特性について分析を深めることで、とるべき対策の


効率性を高めることが重要というご意見が多くあった。今回、１０月４日時点のデータを用


い、世帯主（１７，５０４世帯）について多角的に分析を行った。


（１）世帯主の種別について


 普通世帯主が８１．４６％であり、世帯主は社会保険や後期高齢などの加入者である擬制


世帯主については１８．５４％であった。


（２）世帯主の資格取得事由について


 社会保険離脱により国保に加入した世帯主が３５．９４％であり、次いで、転入が３１．


２４％、擬主取得が１８．５４％であった。


実数 割合


普通世帯主 14,258 81.46%


擬制世帯主 3,246 18.54%


計 17,504 100.00%


実数 割合


社保離脱 6,291 35.94%


転入 5,469 31.24%


擬主取得 3,245 18.54%


その他 2,499 14.28%


計 17,504 100.00%
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（３）世帯主の年齢について


 世帯主の年齢はまんべんなく分散している傾向にあるが、その中でも、６０代と７０代以


上の年齢の世帯主の割合が多い。


（４）世帯主の国保資格保持年数について


 加入２年未満の世帯主が多く、中間年数については少なく、１０年以上がまた増加するな


ど、二極化の傾向がある。


（５）世帯主の所得について


 世帯主の未申告は１，０１６人であり、第２回資料での未申告世帯３，１００世帯とは乖


離がある。世帯員の未申告が相当数あると見込まれる。


所得なしから２００万円未満で合計６４．５２％となっている。


実数 割合


～１９歳 198 1.13%


２０代 2,322 13.27%


３０代 1,947 11.12%


４０代 2,471 14.12%


５０代 2,628 15.01%


６０代 3,658 20.90%


７０代～ 4,280 24.45%


計 17,504 100.00%


実数 割合


１年未満 3,914 22.36%


２年未満 2,339 13.36%


３年未満 1,596 9.12%


４年未満 1,218 6.96%


５年未満 971 5.55%


６年未満 844 4.82%


７年未満 790 4.51%


８年未満 666 3.80%


９年未満 632 3.61%


１０年未満 617 3.52%


２０年未満 2,582 14.75%


２０年以上 1,335 7.63%


計 17,504 100.00%
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（６）世帯主の国籍について


外国人の世帯主については、中国、ベトナム、韓国が多い。


（７）要素を組み合わせた分析について


・世帯主の年代別加入年数の傾向


・世帯主の国籍別加入年数の傾向


・世帯主の加入期間別所得階層の傾向


・世帯主の年代別所得階層の傾向


・世帯主の資格取得事由別所得階層の傾向


・世帯主の国籍別所得階層の傾向


実数 割合


日本 15,060 86.04%


中国 1,143 6.53%


ベトナム 530 3.03%


韓国 198 1.13%


その他 573 3.27%


計 17,504 100.00%


実数 割合


未申告 1,016 5.80%


所得なし 3,665 20.94%


１００万円未満 3,711 21.20%


２００万円未満 3,918 22.38%


３００万円未満 2,175 12.43%


４００万円未満 1,172 6.70%


５００万円未満 587 3.35%


６００万円未満 353 2.02%


７００万円未満 224 1.28%


８００万円未満 141 0.81%


９００万円未満 101 0.58%


1000万円未満 73 0.42%


1000万円以上 368 2.10%


計 17,504 100.00%
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３ 取組事項について


（１）異動が多いことへの対応について


 加入期間が２年未満の世帯主が多く、異動が多いことの裏付けとなっている。異動者につ


いては、暫定所得でいったん賦課し、正式な所得が判明すると税更正処理を行うなど二段階


となり、被保険者にもわかりにくく、事務労力も多い。


マイナンバーでの所得情報連携を促進し、効率的な所得把握に努める。


（２）社保離脱世帯主への対応について


他の資格取得事由に比べて所得が高い傾向がある。


 資格取得時の口座振替登録を積極的に対応することで、収納額の確保を図るため、窓口で


の案内方法や、口座情報を必要書類に明記していくことを徹底していく。


（３）未申告世帯への対応について


 資格事由が転入の世帯主、世帯主年齢が２０～５０代について未申告の割合が高い傾向


がある。


 前住所地への照会を行って所得の把握に努めているが、転居が多い方は、前々住所地への


照会が必要となる場合もある。マイナンバーでの所得情報連携を促進するとともに、国民健


康保険税の所得申告書のさらなる活用方法を検討していく。


（４）収納率向上対策について


 現年度課税分の滞納整理を重点的に進めることで、資格取得間もない世帯主への意識付


けを図るとともに、現年度分の収納率が高まれば滞納繰越分にまわる金額を抑制すること


ができ、それによってさらに現年度課税分に労力を振り向けられるという好循環を目指す。 


 また、滞納世帯主について財産調査を積極的に進め、資力がある者とない者の判別を行い、


資力がある者への対応に重点を置く。その際にも、異動が多いことの影響として、すでに転


出済みとなってしまった対象者への対応には通常より労力を要することから、この点にお


いても異動する前の現年度課税分に重点を置くことが重要である。


４ 今後の保険税の在り方の検討について
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年代別加入年数の傾向


【実数】


年代 １年未満 ２年未満 ３年未満 ４年未満 ５年未満 ６年未満 ７年未満 ８年未満 ９年未満 １０年未満 ２０年未満 ２０年以上 総計


２０歳未満 172 24 1 1 198
２０歳代 1,224 622 228 131 57 42 12 3 1 2 2,322
３０歳代 620 357 257 160 107 114 80 55 53 36 107 1 1,947
４０歳代 499 279 234 172 152 132 122 92 97 100 487 105 2,471
５０歳代 450 279 203 174 133 120 99 103 87 90 568 322 2,628
６０歳代 453 370 325 284 267 184 224 186 156 139 597 473 3,658


７０歳代以上 496 408 348 296 255 252 253 227 238 250 823 434 4,280
総計 3,914 2,339 1,596 1,218 971 844 790 666 632 617 2,582 1,335 17,504


【割合】


年代 １年未満 ２年未満 ３年未満 ４年未満 ５年未満 ６年未満 ７年未満 ８年未満 ９年未満 １０年未満 ２０年未満 ２０年以上 総計


２０歳未満 86.87% 12.12% 0.51% 0.51% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 100.00%
２０歳代 52.71% 26.79% 9.82% 5.64% 2.45% 1.81% 0.52% 0.13% 0.04% 0.09% 0.00% 0.00% 100.00%
３０歳代 31.84% 18.34% 13.20% 8.22% 5.50% 5.86% 4.11% 2.82% 2.72% 1.85% 5.50% 0.05% 100.00%
４０歳代 20.19% 11.29% 9.47% 6.96% 6.15% 5.34% 4.94% 3.72% 3.93% 4.05% 19.71% 4.25% 100.00%
５０歳代 17.12% 10.62% 7.72% 6.62% 5.06% 4.57% 3.77% 3.92% 3.31% 3.42% 21.61% 12.25% 100.00%
６０歳代 12.38% 10.11% 8.88% 7.76% 7.30% 5.03% 6.12% 5.08% 4.26% 3.80% 16.32% 12.93% 100.00%


７０歳代以上 11.59% 9.53% 8.13% 6.92% 5.96% 5.89% 5.91% 5.30% 5.56% 5.84% 19.23% 10.14% 100.00%
総計 22.36% 13.36% 9.12% 6.96% 5.55% 4.82% 4.51% 3.80% 3.61% 3.52% 14.75% 7.63% 100.00%


加入年数


加入年数


【特徴】
□ 全体として、加入期間が１年未満と２年未満の世帯主が多い。
□ ４０歳代以上は、加入期間が１０年以上の割合が多くなっている。
□ ２０歳代、３０歳代は、加入期間が３年未満の割合が多くなっている。
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国籍別加入年数の傾向


【実数】


国籍 １年未満 ２年未満 ３年未満 ４年未満 ５年未満 ６年未満 ７年未満 ８年未満 ９年未満 １０年未満 ２０年未満 ２０年以上 総計


日本 2,771 1,743 1,342 1,076 885 789 746 644 613 602 2,524 1,325 15,060
中国 528 276 124 81 50 29 23 5 9 3 15 1,143


ベトナム 313 152 44 12 6 2 1 530
韓国 76 25 20 12 10 8 5 7 5 5 17 8 198
その他 226 143 66 37 20 16 16 10 5 6 26 2 573
総計 3,914 2,339 1,596 1,218 971 844 790 666 632 617 2,582 1,335 17,504


【割合】


国籍 １年未満 ２年未満 ３年未満 ４年未満 ５年未満 ６年未満 ７年未満 ８年未満 ９年未満 １０年未満 ２０年未満 ２０年以上 総計


日本 18.40% 11.57% 8.91% 7.14% 5.88% 5.24% 4.95% 4.28% 4.07% 4.00% 16.76% 8.80% 100.00%
中国 46.19% 24.15% 10.85% 7.09% 4.37% 2.54% 2.01% 0.44% 0.79% 0.26% 1.31% 0.00% 100.00%


ベトナム 59.06% 28.68% 8.30% 2.26% 1.13% 0.38% 0.00% 0.00% 0.00% 0.19% 0.00% 0.00% 100.00%
韓国 38.38% 12.63% 10.10% 6.06% 5.05% 4.04% 2.53% 3.54% 2.53% 2.53% 8.59% 4.04% 100.00%
その他 39.44% 24.96% 11.52% 6.46% 3.49% 2.79% 2.79% 1.75% 0.87% 1.05% 4.54% 0.35% 100.00%
総計 22.36% 13.36% 9.12% 6.96% 5.55% 4.82% 4.51% 3.80% 3.61% 3.52% 14.75% 7.63% 100.00%


加入年数


加入年数


【特徴】
□ 全体として、加入期間が１年未満と２年未満の世帯主が多い。
□ 中国と韓国は、加入期間がそれなりに長い方もいる。
□ ベトナムは、１年未満の方の割合が多い。
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加入年数別所得階層の傾向


【実数】


加入年数 未申告 所得なし
１００万円


未満
２００万円


未満
３００万円


未満
４００万円


未満
５００万円


未満
６００万円


未満
７００万円


未満
８００万円


未満
９００万円


未満
1000万円
未満


1000万円
以上


総計


１年未満 130 1,112 557 842 550 312 153 87 51 33 20 10 57 3,914
２年未満 157 507 584 513 225 122 68 52 26 13 10 7 55 2,339
３年未満 130 291 357 377 191 86 57 30 11 14 6 9 37 1,596
４年未満 76 233 265 286 148 80 38 30 22 9 8 3 20 1,218
５年未満 51 163 221 245 135 68 29 9 15 6 7 5 17 971
６年未満 61 148 182 221 107 47 31 11 9 6 3 3 15 844
７年未満 30 138 183 206 122 53 18 10 11 2 4 2 11 790
８年未満 30 136 173 164 76 29 16 9 10 4 4 2 13 666
９年未満 45 101 162 166 69 32 16 10 9 5 3 1 13 632
１０年未満 30 112 148 146 77 43 16 12 8 2 1 7 15 617
２０年未満 175 470 623 503 285 193 91 56 41 30 25 13 77 2,582
２０年以上 101 254 256 249 190 107 54 37 11 17 10 11 38 1,335


総計 1,016 3,665 3,711 3,918 2,175 1,172 587 353 224 141 101 73 368 17,504


【割合】


加入年数 未申告 所得なし
１００万円


未満
２００万円


未満
３００万円


未満
４００万円


未満
５００万円


未満
６００万円


未満
７００万円


未満
８００万円


未満
９００万円


未満
1000万円
未満


1000万円
以上


総計


１年未満 3.32% 28.41% 14.23% 21.51% 14.05% 7.97% 3.91% 2.22% 1.30% 0.84% 0.51% 0.26% 1.46% 100.00%
２年未満 6.71% 21.68% 24.97% 21.93% 9.62% 5.22% 2.91% 2.22% 1.11% 0.56% 0.43% 0.30% 2.35% 100.00%
３年未満 8.15% 18.23% 22.37% 23.62% 11.97% 5.39% 3.57% 1.88% 0.69% 0.88% 0.38% 0.56% 2.32% 100.00%
４年未満 6.24% 19.13% 21.76% 23.48% 12.15% 6.57% 3.12% 2.46% 1.81% 0.74% 0.66% 0.25% 1.64% 100.00%
５年未満 5.25% 16.79% 22.76% 25.23% 13.90% 7.00% 2.99% 0.93% 1.54% 0.62% 0.72% 0.51% 1.75% 100.00%
６年未満 7.23% 17.54% 21.56% 26.18% 12.68% 5.57% 3.67% 1.30% 1.07% 0.71% 0.36% 0.36% 1.78% 100.00%
７年未満 3.80% 17.47% 23.16% 26.08% 15.44% 6.71% 2.28% 1.27% 1.39% 0.25% 0.51% 0.25% 1.39% 100.00%
８年未満 4.50% 20.42% 25.98% 24.62% 11.41% 4.35% 2.40% 1.35% 1.50% 0.60% 0.60% 0.30% 1.95% 100.00%
９年未満 7.12% 15.98% 25.63% 26.27% 10.92% 5.06% 2.53% 1.58% 1.42% 0.79% 0.47% 0.16% 2.06% 100.00%
１０年未満 4.86% 18.15% 23.99% 23.66% 12.48% 6.97% 2.59% 1.94% 1.30% 0.32% 0.16% 1.13% 2.43% 100.00%
２０年未満 6.78% 18.20% 24.13% 19.48% 11.04% 7.47% 3.52% 2.17% 1.59% 1.16% 0.97% 0.50% 2.98% 100.00%
２０年以上 7.57% 19.03% 19.18% 18.65% 14.23% 8.01% 4.04% 2.77% 0.82% 1.27% 0.75% 0.82% 2.85% 100.00%


総計 5.80% 20.94% 21.20% 22.38% 12.43% 6.70% 3.35% 2.02% 1.28% 0.81% 0.58% 0.42% 2.10% 100.00%


所得


所得


【特徴】
□ 特に未申告が多い年代はなかった。
□ １年未満のみ、所得なしの割合が、１円～１００万円の区分の割合を超えている。
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年代別所得階層の傾向


【実数】


年代 未申告 所得なし
１００万円


未満
２００万円


未満
３００万円


未満
４００万円


未満
５００万円


未満
６００万円


未満
７００万円


未満
８００万円


未満
９００万円


未満
1000万円
未満


1000万円
以上


総計


２０歳未満 11 163 17 4 1 2 198
２０歳代 206 808 507 530 183 51 16 10 1 1 2 7 2,322
３０歳代 188 324 295 432 331 185 89 43 20 16 6 5 13 1,947
４０歳代 239 375 351 458 387 267 145 98 51 29 16 14 41 2,471
５０歳代 216 466 375 454 370 223 149 101 87 44 37 29 77 2,628
６０歳代 111 643 911 874 483 273 102 53 38 27 30 12 101 3,658


７０歳代以上 45 886 1,255 1,166 420 173 86 48 27 24 12 11 127 4,280
総計 1,016 3,665 3,711 3,918 2,175 1,172 587 353 224 141 101 73 368 17,504


【割合】


年代 未申告 所得なし
１００万円


未満
２００万円


未満
３００万円


未満
４００万円


未満
５００万円


未満
６００万円


未満
７００万円


未満
８００万円


未満
９００万円


未満
1000万円
未満


1000万円
以上


総計


２０歳未満 5.56% 82.32% 8.59% 2.02% 0.51% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 1.01% 100.00%
２０歳代 8.87% 34.80% 21.83% 22.83% 7.88% 2.20% 0.69% 0.43% 0.04% 0.04% 0.00% 0.09% 0.30% 100.00%
３０歳代 9.66% 16.64% 15.15% 22.19% 17.00% 9.50% 4.57% 2.21% 1.03% 0.82% 0.31% 0.26% 0.67% 100.00%
４０歳代 9.67% 15.18% 14.20% 18.54% 15.66% 10.81% 5.87% 3.97% 2.06% 1.17% 0.65% 0.57% 1.66% 100.00%
５０歳代 8.22% 17.73% 14.27% 17.28% 14.08% 8.49% 5.67% 3.84% 3.31% 1.67% 1.41% 1.10% 2.93% 100.00%
６０歳代 3.03% 17.58% 24.90% 23.89% 13.20% 7.46% 2.79% 1.45% 1.04% 0.74% 0.82% 0.33% 2.76% 100.00%


７０歳代以上 1.05% 20.70% 29.32% 27.24% 9.81% 4.04% 2.01% 1.12% 0.63% 0.56% 0.28% 0.26% 2.97% 100.00%
総計 5.80% 20.94% 21.20% 22.38% 12.43% 6.70% 3.35% 2.02% 1.28% 0.81% 0.58% 0.42% 2.10% 100.00%


所得


所得


【特徴】
□ ２０～５０歳代は、未申告の割合が高い。
□ ２０歳代は、所得なしの割合が高い。
□ ６０歳代以上は、所得１００万円未満、２００万円未満の区分の割合が高い。
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資格取得事由別所得階層の傾向


【実数】


取得事由 未申告 所得なし
１００万円


未満
２００万円


未満
３００万円


未満
４００万円


未満
５００万円


未満
６００万円


未満
７００万円


未満
８００万円


未満
９００万円


未満
1000万円
未満


1000万円
以上


総計


社保離脱 240 899 1,595 1,669 938 423 177 94 66 50 27 17 96 6,291
転入 579 1,581 1,091 1,116 559 245 125 65 33 20 8 9 38 5,469


擬主取得 13 431 465 725 448 361 225 161 106 54 54 35 167 3,245
その他 184 754 560 408 230 143 60 33 19 17 12 12 67 2,499
総計 1,016 3,665 3,711 3,918 2,175 1,172 587 353 224 141 101 73 368 17,504


【割合】


取得事由 未申告 所得なし
１００万円


未満
２００万円


未満
３００万円


未満
４００万円


未満
５００万円


未満
６００万円


未満
７００万円


未満
８００万円


未満
９００万円


未満
1000万円
未満


1000万円
以上


総計


社保離脱 3.81% 14.29% 25.35% 26.53% 14.91% 6.72% 2.81% 1.49% 1.05% 0.79% 0.43% 0.27% 1.53% 100.00%
転入 10.59% 28.91% 19.95% 20.41% 10.22% 4.48% 2.29% 1.19% 0.60% 0.37% 0.15% 0.16% 0.69% 100.00%


擬主取得 0.40% 13.28% 14.33% 22.34% 13.81% 11.12% 6.93% 4.96% 3.27% 1.66% 1.66% 1.08% 5.15% 100.00%
その他 7.36% 30.17% 22.41% 16.33% 9.20% 5.72% 2.40% 1.32% 0.76% 0.68% 0.48% 0.48% 2.68% 100.00%
総計 5.80% 20.94% 21.20% 22.38% 12.43% 6.70% 3.35% 2.02% 1.28% 0.81% 0.58% 0.42% 2.10% 100.00%


所得


所得


【特徴】
□ 社保離脱の方は、１００万円未満、２００万円未満、３００万円未満の区分の割合が二けたある。
□ 転入の方は、未申告の割合が、他の事由より高い。また、所得なしの割合も高い。１００万円未満、２００万円未満、３００万円未満の区分の割合が二けたある。
□ 擬制世帯主については、１００万円未満、２００万円未満、３００万円未満、４００万円未満の区分の割合が二けたある。
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国籍別所得階層の傾向


【実数】


国籍 未申告 所得なし
１００万円


未満
２００万円


未満
３００万円


未満
４００万円


未満
５００万円


未満
６００万円


未満
７００万円


未満
８００万円


未満
９００万円


未満
1000万円
未満


1000万円
以上


総計


日本 822 2,716 3,244 3,404 1,988 1,105 554 339 216 135 98 72 367 15,060
中国 93 526 167 170 104 39 24 12 3 3 1 1 1,143


ベトナム 33 198 141 141 13 2 2 530
韓国 23 81 28 25 19 15 3 3 1 198
その他 45 144 131 178 51 11 4 2 2 3 1 1 573
総計 1,016 3,665 3,711 3,918 2,175 1,172 587 353 224 141 101 73 368 17,504


【割合】


国籍 未申告 所得なし
１００万円


未満
２００万円


未満
３００万円


未満
４００万円


未満
５００万円


未満
６００万円


未満
７００万円


未満
８００万円


未満
９００万円


未満
1000万円
未満


1000万円
以上


総計


日本 5.46% 18.03% 21.54% 22.60% 13.20% 7.34% 3.68% 2.25% 1.43% 0.90% 0.65% 0.48% 2.44% 100.00%
中国 8.14% 46.02% 14.61% 14.87% 9.10% 3.41% 2.10% 1.05% 0.26% 0.26% 0.09% 0.00% 0.09% 100.00%


ベトナム 6.23% 37.36% 26.60% 26.60% 2.45% 0.38% 0.38% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 100.00%
韓国 11.62% 40.91% 14.14% 12.63% 9.60% 7.58% 1.52% 0.00% 1.52% 0.00% 0.51% 0.00% 0.00% 100.00%
その他 7.85% 25.13% 22.86% 31.06% 8.90% 1.92% 0.70% 0.35% 0.35% 0.52% 0.17% 0.17% 0.00% 100.00%
総計 5.80% 20.94% 21.20% 22.38% 12.43% 6.70% 3.35% 2.02% 1.28% 0.81% 0.58% 0.42% 2.10% 100.00%


所得


所得


【特徴】
□ 入国したばかりの方は、国保用の申告を提出してもらうので「未申告」にはカウントしておらず、「所得なし」の区分にカウントしている。
□ 中国と韓国は、未申告の割合が高い。
□ べトナムは、別資料で加入１年未満が多いが、前年所得がある方（日本滞在２年目以降）は１００万円未満、２００万円未満の区分の割合が高い
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